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ＮＨＫ情報公開の平成１８年度の実施状況は、次のとおりです。 

 

○ 本部・全国の放送局において、来局と郵送を合わせて、１１０人の視聴者による２０６件（前年

度比▲１９件）の情報公開の求めがありました。 

○ このうち、窓口対応や郵送により情報提供したものが７４件（前年度比▲１０件）、「開示の求め」

として受け付けたものが１３２件（前年度比▲９件）でした。 

○ 情報公開ホームページへのアクセス数は、平成１８年度の１年間で約４６．９万ページビューで

した。（前年度比＋１１．９万件） 

 
 
 
（参考） 
・平成１３年７月の開始以来では、情報公開の求めは、８２０人の視聴者による１１８８件。 
・このうち、窓口対応や郵送により情報提供したものが６１２件、「開示の求め」として受け付けたも
のが５７６件（２３１人）。 
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１．情報提供 
全国の放送局・支局・営業センター等の窓口に備え置いて視聴者の閲覧に供する「備え置き公開文書」は、平成１９年３月末現在
で、６０文書となっています。 

◆ ◆備え置き公開文書◆◆ 
  【経営一般に関するもの】      【放送・技術に関するもの】 
1 経営委員会議事録  23 業務委託契約要領  45 中央放送番組審議会議事概要   
2 理事会議事録  24 番組制作委託取引に関する自主基準  46 地方放送番組審議会議事概要   
3 業務報告書および監事の意見書  25 関連団体運営基準  47 国際放送番組審議会議事概要   

4 
決算書（財産目録、貸借対照表及び損益計算
書）および監事の意見書  

 26 関連団体の業務監査の結果について  48 国内番組基準 

5 連結決算報告書  27 関連団体事業活動審査委員会の活動結果について  49 国際番組基準 

6 日本放送協会定款  28 ＮＨＫと関連団体との取引について  50 国内放送番組編集の基本計画 

7 予算書（収支予算、事業計画及び資金計画）  29 関連団体事業活動審査委員会規程  51 国内放送番組編成計画 

8 
収支予算、事業計画、資金計画に関する説明
資料 

 30 子会社・関連会社の役員一覧  52 各地方向け地域放送番組編集計画 

9 経理規程  31 環境報告書  53 国際放送番組編集の基本計画 
10 役員の報酬支給基準  32 ＮＨＫことしの仕事  54 国際放送番組編成計画 

11 職員給与支給基準  33 
ＮＨＫの新生とデジタル時代の公共性の追及 
平成１８年度～２０年度ＮＨＫ経営計画 

 55 月刊「放送研究と調査」 

12 ＮＨＫ新放送ガイドライン  34 デジタル時代のＮＨＫ懇談会報告書  56 技研「研究年報」 
13 放送番組補完インターネット利用計画  35 ＮＨＫ“約束”評価報告書  57 ＮＨＫ技研Ｒ＆Ｄ 
14 ＮＨＫの情報公開のあり方に関する提言  36 ＮＨＫ視聴者サービス報告書 ２００５    
15 ＮＨＫ情報公開基準  37 視聴者意向の業務への反映事例   【営業に関するもの】 
16 ＮＨＫ情報公開規程  38 年間視聴者意向集約  58 放送受信規約 
17 ＮＨＫ個人情報保護方針  39 ＮＨＫ新生プラン  59 放送受信料免除基準 
18 ＮＨＫ個人情報保護規程  40 「ＮＨＫ倫理・行動憲章」「行動指針」  60 放送受信契約数統計要覧 

19 
報道・著述・学術研究分野に係る個人情報保
護規程 

 41 
「芸能番組制作費不正支出問題」等に関する
調査と適正化の取り組みについて 

   

20 ＮＨＫ情報公開・個人情報保護審議委員会規程  42 日本放送協会報    
21 ＮＨＫ情報公開・個人情報保護対応マニュアル  43 ＮＨＫ年鑑    
22 業務委託基準  44 データブック世界の放送    

※   は、ホームページにも掲載しているもの。番号の  は、１８年度から新たに備え置いたもの 
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２．「開示の求め」 
 

（１）「開示の求め」に対する検討結果 

「開示の求め」に対しては、前年度からの継続案件７件に加え、１８年度に受け付けた１３２件のうち、１２９件について 

検討を終えました。 

また、開示､不開示の判断は、２件を除き、期間内（３０日以内）に処理されています。 

 
平成１８年度検討結果（前年度からの継続案件７件を含む） 

区  分 対象外 開   示 不開示 検討中 

件  数 ２１件 ８４件 ３１件 ３件 

備 考 
うち、情報提供

５件 

うち、一部開示  

１７件   

 

 

 

 

 

 
 

文書不存在 業務支障 個人情報 応答拒否 

22件 5件 3件 2件 

（不開示事由） 

注：事由が複数該当する場合があり、合計は一致しない。 
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（２）開示率 
 
平成１３年７月から平成１９年３月末までの開示率は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            

開示率の推移
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年度 計 対象外 開示 不開示 開示率(%)
１３ 49 44 8 25 11 69
１４ 18 23 6 15 2 88
１５ 24 22 8 14 0 100
１６ 212 199 30 115 54 68
１７ 141 149 30 78 41 66
１８ 132 136 21 84 31 73
計 576 573 103 331 139 70

開示の求め
検討結果
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（３）「開示の求め」の概要    （注：例示は下半期に受け付けた「開示の求め」） 
 
 

受付日 受付局 開示の求めの対象文書 検討結果 

2006/10/2 本部 ＮＨＫ放送研修センターにおける講義資料 対象外 

2006/10/2 本部 国会議員の受信料を免除している根拠 開示 

2006/10/3 本部 最近２０年間の航空取材用ヘリコプターおよび航空取材用カ

メラシステムの導入実績等 

対象外 

2006/10/6 本部 ＮＨＫ放送研修センターにおける講義資料 対象外 

2006/10/10 本部 副次収入の内訳 

（過去５年分） 

開示 

2006/11/8 本部 総務省から依頼のあった放送及び命令放送の詳細 

（過去５年間） 

開示 

2006/11/8 本部 受信料に関して起こされた訴訟の概要 

（訴訟内容と判決） 

一部開示 

2006/12/5 大阪 ＮＨＫ大阪放送局の報道部門で使用したタクシー代（平成 17

年度） 

対象外 

2006/12/5 大阪 ＮＨＫ大阪放送局が契約しているタクシー会社数と会社名 開示 

2006/12/18 本部 大麻不法所持で逮捕された職員の勤務日数および支払った給

与（平成１８年７月～平成１８年１１月） 

不開示 

2006/12/18 本部 長期休職に関する給与の規定 開示 

2006/12/18 本部 協会の主催した全てのイベントの収入額 過去３年分 開示 
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  は検討中    は再検討 

受付日 受付局 開示の求めの対象文書 検討結果 

2006/12/18 本部 副次収入のうち「一般業務収入」および「放送番組の多角的

活用」の詳細 

開示 

2006/12/20 本部 支払督促の実施に関して、請求金額、回収件数、回収金額お

よび弁護士に対して支払った報酬 

一部開示 

2006/12/22 佐世保 平成 16年 4月 24日午後 6時台の長崎ローカルニュースの内

容 

対象外 

2006/12/22 佐世保 平成 16年 4月 24日午前（6時～8時台）長崎ローカルニュ

ース（全国版）の内容 

対象外 

2006/12/27 本部 非現用の不動産（土地・建物）の入札方法および最近の公示

例 

開示 

2007/1/5 本部 ＮＨＫワシントン支局における監査 開示 

2007/1/5 本部 元ＮＨＫ職員がプロデュース、構成を務めた番組 対象外 

2007/1/5 本部 ＮＨＫワシントン支局のフリー記者等の名前（'97 年度から

'05年度） 

対象外 

2007/1/5 本部 ＮＨＫおよびワシントン支局と「Ｓ&Ｒ ＴＥＣＨＮＯＬＯ

ＧＹ ＨＯＬＤＩＮＧＳ ＬＬＣ」との取引（'97年度から'05

年度） 

不開示 

2007/1/5 本部 元ＮＨＫワシントン支局長等が手掛けた具体的番組名 対象外 

2007/1/5 本部 97 年度から'05年度におけるＮＨＫワシントン支局の収支報

告 

対象外 

2007/1/5 本部 97 年度から'05年度におけるＮＨＫワシントン支局の部外関

係者との打合せ内容 

対象外 
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受付日 受付局 開示の求めの対象文書 検討結果 

2007/1/5 本部 99 年度から'05年度までの「不適切な経理」における海外支

局に関するもの 

対象外 

2007/1/9 本部 ＮＨＫ職員が逮捕された犯罪行為の全事例（２００４年７月

から現在まで） 

一部開示 

2007/1/10 本部 ＵＨＦ波の放送電波による電波障害の事例と対策 不開示 

2007/1/10 本部 督促手続きにかけた弁護士費用、今後の督促手続きに要する

弁護士費用等 

一部開示 

2007/1/10 本部 東京簡易裁判所を通じて督促を行った３３世帯の詳細 

  

一部開示 

2007/1/10 本部 紅白の演出のチェック体制と今後の対策 対象外 

2007/1/22 本部 放送記念品に関する過去５年度（平成１３～１７年度）分の

文書 

一部開示 

2007/1/22 本部 国会議員及び秘書がＮＨＫに対して意見、要望、紹介、照会

した内容 

不開示 

2007/1/23 本部 業種別分類表における「サービス（２）」－「施設管理」－「コ

ード３７」について、すでに取引調査票を提出している企業・

団体の一覧票 

不開示 

2007/1/25 本部 千葉県内及び東京都内に設置されている定点監視カメラの設

置場所一覧（住所、建造物名等）等 

対象外 

2007/1/28 本部 特定個人の NHK受信料支払状況 不開示 

2007/2/1 本部 「全部局業務調査」の結果 開示 
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  は検討中    は再検討 

受付日 受付局 開示の求めの対象文書 検討結果 

2007/2/1 本部 受信料の収納・契約業務を委託している民間業者の数、社名、

所在地、業務委託のエリア、委託時期（契約時期） 

開示 

2007/2/3 本部 ①ＮＨＫ倫理・行動憲章 

②行動指針 

開示 

2007/2/3 本部 元チーフ・プロデューサーが着服した番組制作費の最終的な

総額と、現在までの返還額及び今後の取立方針とその見込額 

一部開示 

2007/2/13 本部 役員及び職員の交際費のうち国会議員がかかわっているもの

（２００４～０６年分） 

不開示 

2007/2/13 本部 国会議員（秘書を含む）に支出された金品や物品（２００４

～０６年分） 

不開示 

2007/2/15 本部 ＮＨＫ情報公開規程（別表も含む） 開示 

2007/2/15 水戸 放送受信機廃止届を交付出来ない根拠 不開示 

2007/2/15 水戸 大子町役場の過去１０年間の受信契約件数と契約内容 不開示 

2007/2/19 本部 東京都産業労働局平成１３年５月１５日付「地上テレビジョ

ン放送のデジタル化に伴うテレビ塔について」に記載されて

いる、ＮＨＫ技術研究所の実験内容および結果 

不開示 

2007/2/22 本部 ２月２日に行われた自民党総務会の議事録 不開示 

2007/2/22 本部 協会が主催したイベントの収支（平成１５年～平成１８年） 不開示 

2007/2/28 本部 督促裁判の裁判記録。裁判継続中のものは被告の異議申し立

て答弁書 

一部開示 
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受付日 受付局 開示の求めの対象文書 検討結果 

2007/2/28 本部 督促裁判を行った世帯の抽出方法 開示 

2007/2/28 本部 協会の行ったイベント一覧（平成１５年～平成１８年）及び

収支 

一部開示 

2007/2/28 本部 職員給与の詳細 開示 

2007/3/2 本部 「歌謡コンサート」の「団体観覧」に関して、平成１５年～

１８年までに割り当てた団体名及び団体数 

一部開示 

2007/3/8 本部 街頭などの定点カメラと、通常の取材や番組制作に使われる

設備機材とを、ＮＨＫ情報公開規程において同列に取扱う理

由 

対象外 

2007/3/8 本部 地上波のニュースで野球とサッカーの映像を流すための放映

権料 

対象外 

2007/3/29 本部 番組改編問題（ＥＴＶシリーズ 2001「戦争をどう裁くか」）

の訴訟記録 

  

2007/3/29 本部 協会の放送について二次使用の申請があった番組名と申請し

た団体名（平成１０年～平成１８年） 

  

2007/3/29 本部 協会主催のイベントなどで発行した招待券（無料）の総数及

びそれを送付した団体名（平成１５年～平成１８年） 
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３．ＮＨＫ情報公開・個人情報保護審議委員会 
 
「ＮＨＫ情報公開・個人情報保護審議委員会」は、視聴者から、ＮＨＫが行った一部開示または不開示の判断に対して「再検討の求め」

が出された場合に、中立的・客観的な立場からＮＨＫの判断をチェックする第三者機関です。委員は５人で、会長が経営委員会の同意

を得て、部外の有識者の中から委嘱します。任期は２年で、再任可能です。 

 
（１）委員 
 
平成１９年３月末現在、次の方々に委員を委嘱しています。 
 

委員長 大島 崇志 氏 （弁護士・平成１７年７月１日委嘱） 

委員長代行 樫谷 隆夫 氏 （公認会計士・平成１７年７月１日委嘱） 

委員 佐藤 ギン子 氏（（財）女性労働協会名誉会長・平成１７年７月１日委嘱） 

委員 宍戸 常寿 氏 （首都大学東京社会科学研究科法曹養成専攻助教授・平成１８年５月１日委嘱） 

委員 那部 吉正 氏 （前日本記者クラブ専務理事・平成１８年３月１日委嘱） 
 

 

 

（２）開催回数 
 

１８年度、審議委員会は、２０回開催されました。 
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４．「再検討の求め」 
 

（１）受付状況 
 

 平成１８年度に、再検討の求めの受け付けは２１件ありました。 
 

（２）審議状況 
 

審議委員会は、１８年度、前年度からの継続案件も含め、３０件について審議し、２５件について答申を行いました。 
ＮＨＫは、全ての案件について、審議委員会の答申どおりの最終判断を行いました。この他に６件が諮問準備中です。 
 

 

平成１８年度受付・審議案件（３６件）（前年度からの継続案件を含む） 
 

審議結果 件数 答申番号 

不開示ではなく一部開示・開示が妥当 ３件 ４１号・４４号・５０号 

当初判断どおり一部開示・不開示が妥当 ２２件 

３６号・３７号・３８号・３９号・４０号*・４２号・４３号・

４５号*・４６号・４７号*・４８号・４９号・５１号・５２号* 

５３号*・５４号・５５号 

審議中 ５件  

諮問準備中 ６件  

（＊ は、２案件についてまとめて答申） 
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（３）「再検討の求め」の概要

諮問
番号
再検討の求め
受付日

諮問日
答申
番号

答申日 事案の概要 審議委員会の意見の内容
31 2005/4/4 2005/9/22 40 2006/4/26 03年度の国会議員等に対する交際費の内容が分かる文書 当初判断どおり不開示が妥当
32 2005/4/4 2005/9/22 40 2006/4/26 03年度の国会議員等に対する金銭、物品の交付が分かる文書 当初判断どおり不開示が妥当
44 2005/7/26 2006/3/9 37 2006/4/13 受信契約の定義について 当初判断どおり不開示が妥当
45 2005/7/26 2006/3/9 38 2006/4/13 受信契約に関する個人情報保護について 当初判断どおり不開示が妥当
41 2005/7/26 2006/2/23 36 2006/4/13 福利厚生制度について 当初判断どおり不開示が妥当
43 2005/7/26 2006/2/23 42 2006/4/26 不祥事で私的流用がなかったとされたことについて 当初判断どおり不開示が妥当
48 2005/8/18 2006/5/11 45 2006/7/27 NHK職員有志が改革・新生委員会に出した提言 当初判断どおり不開示が妥当
49 2005/8/26 2006/5/11 45 2006/7/27 NHK職員有志が改革・新生委員会に出した申し入れ 当初判断どおり不開示が妥当
50 2005/9/9 2006/5/11 43 2006/6/8 経理局における運用評価プランについて 当初判断どおり不開示が妥当
46 2005/11/7 2006/3/23 44 2006/7/27 元ソウル支局長在任中の不正請求額等 不開示でなく一部開示が妥当
38 2005/11/11 2005/12/8 41 2006/4/26 岡山放送局長の交際費と使途（過去5年分） 不開示でなく一部開示が妥当
51 2006/2/1 2006/05/26 46 2006/7/27 視聴者の受信料を免除した職員の処分内容等 当初判断どおり不開示が妥当
52 2006/2/16 2006/05/26 47 2006/7/27 外部通報窓口に寄せられた通報文書 当初判断どおり不開示が妥当
53 2006/2/16 2006/05/26 47 2006/7/27 外部通報窓口がコンプライアンス推進室に報告した意見 当初判断どおり不開示が妥当
47 2006/3/7 2006/3/23 39 2006/4/13 国会議員を身内に持つ職員一覧 当初判断どおり不開示が妥当
55 2006/5/1 2006/9/14 49 2006/11/21 子会社委託と民間委託の差の検討資料 当初判断どおり不開示が妥当
56 2006/5/8 2006/9/14 連結決算の利益処分案、交際費等の損金算入に関する明細書
57 2006/5/30 2006/9/14 50 2006/12/14 カラ出張で不正受給した金額の弁済記録 不開示でなく一部開示が妥当
59 2006/6/16 2006/12/14 52 2007/2/22 政治家との面会記録とその内容 当初判断どおり不開示が妥当
58 2006/6/29 2006/9/28 51 2006/12/14 懲戒処分者へ支払った退職金の記録（H7.1.1～Ｈ18.5.1) 当初判断どおり不開示が妥当
54 2006/6/29 2006/7/27 48 2006/10/12 「タクシー券の利用」の要点を記載した「下敷き」に関して 当初判断どおり一部開示が妥当
61 2006/8/8 2007/1/25 55 2007/3/8 難視聴地域に指定している世帯数（都道府県別） 当初判断どおり不開示が妥当
62 2006/8/8 2007/1/25 53 2007/2/22 鹿児島県内の大学の女子寮に入った地域スタッフを教育した職員名 当初判断どおり不開示が妥当
60 2006/8/8 2006/12/14 52 2007/2/22 ＮＨＫ会長の業務記録（平成１８年４月１日～平成１８年６月３１日） 当初判断どおり不開示が妥当
63 2006/8/22 2007/1/25 53 2007/2/22 女子寮に強引に侵入した地域スタッフの件での処分者及びその内容 当初判断どおり不開示が妥当
64 2006/8/22 2007/1/25 54 2007/2/22 地域スタッフの処分者数、及びその理由及び解雇数 当初判断どおり不開示が妥当
65 2006/8/22 2007/3/8 ビール券購入額一覧　Ｈ１３～Ｈ１７年度　部局別一覧
66 2006/10/20 2007/3/8 ウィキペディアへの荒らし行為について
67 2006/10/31 2007/3/22 受信料徴収に関しての米軍との交渉記録
68 2006/10/31 2007/3/22 協会が主催した美術展の詳細（入場者数、収支）等
2007/1/24 諮問準備中 大麻不法所持で逮捕された職員の勤務日数と支払った給与
2007/2/15 諮問準備中 特定個人のＮＨＫ受信料支払状況
2007/2/15 諮問準備中 督促手続きにかけた弁護士費用、今後の督促手続きに要する弁護士費用
2007/2/16 諮問準備中 支払い督促の実施にあたり、弁護士に支払った報酬
2007/2/24 諮問準備中 ＵＨＦ波の放送電波による周辺住民への電波障害に関する資料
2007/3/30 諮問準備中 「秋葉原タワー直下における電子機器への妨害実験」の資料  


